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(百万円未満切捨て)
１．2023年１月期の連結業績（2022年２月１日～2023年１月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年１月期 6,007 1.5 1,241 △0.5 1,335 △1.9 812 △6.2

2022年１月期 5,920 11.2 1,247 35.5 1,361 43.5 866 27.9
(注) 包括利益 2023年１月期 776百万円(△14.1％) 2022年１月期 903百万円( 36.0％)
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2023年１月期 54.50 54.38 15.0 17.4 20.7

2022年１月期 58.17 57.97 18.1 19.4 21.1
(参考) 持分法投資損益 2023年１月期 －百万円 2022年１月期 －百万円
　

(注) 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首から適用し
ており、2023年１月期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。

　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2023年１月期 8,025 5,727 71.2 383.36

2022年１月期 7,287 5,165 70.7 345.53
(参考) 自己資本 2023年１月期 5,717百万円 2022年１月期 5,151百万円
　

(注) 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首から適用し
ており、2023年１月期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。

　

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

2023年１月期 1,190 △174 △207 4,917

2022年１月期 1,107 △326 △255 4,059
　　　

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2022年１月期 － 0.00 － 14.00 14.00 208 24.1 4.4

2023年１月期 － 0.00 － 20.00 20.00 298 36.7 5.5

2024年１月期(予想) － 0.00 － 23.00 23.00 54.5
(注) 2023年１月期期末配当金の内訳 普通配当 19円00銭 記念配当 1円00銭
　

　

３．2024年１月期の連結業績予想（2023年２月１日～2024年１月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり当期純
利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 6,359 5.9 937 △24.4 951 △28.8 629 △22.6 42.20

　　



※ 注記事項

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無
　　

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

　

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2023年１月期 14,914,800株 2022年１月期 14,908,800株

② 期末自己株式数 2023年１月期 223株 2022年１月期 223株

③ 期中平均株式数 2023年１月期 14,911,167株 2022年１月期 14,893,989株
　

　

(参考) 個別業績の概要
１．2023年１月期の個別業績（2022年２月１日～2023年１月31日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年１月期 4,212 7.3 1,229 5.5 1,277 0.6 694 △14.0

2022年１月期 3,926 13.4 1,165 50.9 1,270 61.0 806 39.8
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2023年１月期 46.55 46.44

2022年１月期 54.18 54.00
　

　

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2023年１月期 7,321 5,408 73.9 362.60

2022年１月期 6,718 4,971 74.0 333.46

(参考) 自己資本 2023年１月期 5,408百万円 2022年１月期 4,971百万円
　　　

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です
　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
（将来に関する記述等についてのご注意）
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社グループが現在入手している情報及び合理的で
あると判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社グループとして約束する趣旨のものではありません。
また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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１．経営成績等の概況

当連結会計年度より、「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会

計基準」という。)等を適用しております。そのため、(１)当期の経営成績の概況及び(２)当期の財政状態の概況に

おける前年同期及び前連結会計年度末は、当該会計基準等を適用する前の前連結会計年度の連結業績を基礎に算定

しております。

（１）当期の経営成績の概況

　当連結会計年度における我が国の経済は、新型コロナウイルス感染症による影響を受けながらも徐々に経済社会

活動の制限が緩和され、景気は緩やかに持ち直しの動きがみられました。しかしながら、ウクライナ情勢の長期化、

エネルギー価格や原材料価格の高騰、世界的な金融引き締めによる急激な為替変動など、先行きが不透明な状況が

継続しております。

　当社グループが属するIT業界におきましては、政府によるデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の推進や

継続的な働き方改革への取組みに関連し、生産性向上のためのIT投資が継続するものと考えております。

　このような状況の中、2022年３月に、組織内のテレワーク状況を可視化する「プレゼンス」機能を搭載した

desknet's NEOバージョン7.0をリリースいたしました。2022年７月には、ビジネスチャットChatLuckのバージョン

5.0をリリースし、リアクション機能を新たに追加するとともにSAML認証に対応し、利便性の向上を図りました。

2022年９月には、ノーコード業務アプリ作成ツールAppSuiteにプラグイン機能を追加し、手書き入力やリアクショ

ンなどの拡張部品を利用可能としたdesknet's NEOバージョン7.1をリリースいたしました。さらに、2023年１月に

「トピック」機能等を新たに追加したChatLuckバージョン5.5をリリースいたしました。

　また、2022年３月に、法人向けIT製品・サービス比較サイト「ITトレンド」が選出する「ITトレンド Good

Product」にdesknet's NEOが選出されたことに加え、2023年１月には、IT製品比較・レビューサイト「ITreview」

が 主 催 す る 「ITreview Grid Award 2023 Winter」 に お い て 当 社 主 力 ３ 製 品 （desknet's NEO・ChatLuck・

AppSuite）がアワードを受賞いたしました。グループウェアdesknet's NEOは16期連続、ビジネスチャットChatLuck

は10期連続、ノーコードアプリ作成ツールAppSuiteは初受賞となります。

　また、健康経営に取り組む法人として「健康経営優良法人（大規模法人部門）」に３年連続で認定を受けまし

た。

　この他、2022年11月には、横浜市が募集した民間企業のデジタル技術を活用して行政サービスのＤＸ化を進める

プロジェクト「YOKOHAMA Hack!」の第一回実証実験事業者に選定され、当社のノーコードアプリ作成ツール

AppSuite及びグループウェアdesknet's NEOを活用し、横浜市と共同で「要配慮施設利用者の安全を守る避難確保計

画の取組強化」の実証実験を開始いたしました。実証実験を通じて、災害時の避難確保計画の実効性の向上、避難

訓練実施の実施率の向上、施設管理者や市担当課の作業負担の軽減等の実現に貢献するよう努めてまいります。

　以上の結果、ソフトウエア事業の業績は堅調に推移いたしましたが、システム開発サービス事業においては、第

３四半期連結会計期間まで主要顧客の体制縮小や退職等の影響により売上高の減少が継続いたしました。海外事業

においては、米国子会社において新サービスの開発に注力し、関連する投資が増加いたしました。また、次年度に

おいて認知度向上のための広告宣伝費の増加等による課税所得の減少が見込まれることにともない、繰延税金資産

の取崩し等を行った結果、当連結会計年度の税金費用が増加いたしました。これらを主な要因として、当連結会計

年度における売上高は6,007,080千円（前年同期比1.5％増）、営業利益は1,241,167千円（前年同期比0.5％減）、

経常利益は1,335,761千円（前年同期比1.9％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は812,641千円（前年同期比

6.2％減）となりました。

　なお、収益認識会計基準等の適用により、当連結会計年度の売上高は4,260千円増加し、売上原価は1,524千円減

少し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ5,784千円増加しております。詳細は、「3.連結

財務諸表及び主な注記（５）連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」に記載のとおりであります。

　当連結会計年度におけるセグメント別の経営成績は以下のとおりであります。
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（ソフトウエア事業）

売上区分

前連結会計年度
（自 2021年２月１日

　 至 2022年１月31日）

当連結会計年度
（自 2022年２月１日

　 至 2023年１月31日）

売上高

（千円）

構成比

（％）

売上高

（千円）

構成比

（％）

増減率

（％）

クラウドサービス 2,411,545 61.4 2,702,621 64.1 12.1

プロダクト 1,447,844 36.9 1,435,839 34.1 △0.8

技術開発 67,565 1.7 73,961 1.8 9.5

合計 3,926,955 100.0 4,212,421 100.0 7.3

① クラウドサービス

　クラウドサービスの主要サービス別の売上は以下のとおりであります。

前連結会計年度
（自 2021年２月１日

　 至 2022年１月31日）

当連結会計年度
（自 2022年２月１日

　 至 2023年１月31日）増減額（千円） 増減率（％）

売上高（千円） 売上高（千円）

desknet's NEOクラウド 2,001,724 2,236,647 234,923 11.7

AppSuiteクラウド 92,121 134,276 42,155 45.8

ChatLuckクラウド 62,513 66,764 4,250 6.8

その他月額売上 195,807 197,846 2,039 1.0

月額売上合計月額売上合計月額売上合計月額売上合計月額売上合計 22222,,,,,333335555522222,,,,,111116666677777 22222,,,,,666663333355555,,,,,555553333355555 222228888833333,,,,,333336666688888 1111122222.....00000

その他役務作業等 59,377 67,085 7,707 13.0

クラウドサービス合計クラウドサービス合計クラウドサービス合計クラウドサービス合計クラウドサービス合計 22222,,,,,444441111111111,,,,,555554444455555 22222,,,,,777770000022222,,,,,666662222211111 222229999911111,,,,,000007777755555 1111122222.....11111

　クラウドにて提供する、desknet's NEOクラウドのユーザー数が順調に推移したことにより、同サービスの売上高

は前年同期比234,923千円増加し、2,236,647千円（前年同期比11.7％増）となりました。前期は、ライセンス持込

型サービスの終了に伴うdesknet's NEOクラウド版への移行ユーザーが多かった影響により、前年同期と比較すると

増加率は低下しております。desknet's NEOクラウドの売上高は、2022年9月14日に公表いたしました「連結業績予

想の修正に関するお知らせ」に織り込んだ修正後の見込どおりに推移いたしましたが、期初計画に対しては97％程

度となりました。期中の状況を踏まえ、タクシー広告やテレビCMなど認知度向上のための施策を第４四半期連結会

計期間に追加で実施いたしました。これら広告の効果測定は今後実施いたしますが、来期も認知度向上のための広

告宣伝を従来以上に実施する予定であります。desknet's NEOクラウドの解約率（*1)は0.32％と低い水準を維持し

ていることから、今後も安定的に推移するものと認識しております。また、AppSuiteクラウドはクラウドサービス

全体に占める売上の割合はいまだ小さいものの、前年同期と比較して42,155千円増加し、134,276千円（前年同期比

45.8％増）と順調にユーザー数が拡大し、年間売上が１億円を超えるサービスに成長しております。AppSuiteクラ

ウドのユーザー数は当連結会計年度末時点においてdesknet's NEOクラウドのユーザー数の９％程度であることから

認知度の向上やクロスセル等に注力することなどにより成長余力は大きいと認識しております。その他月額売上に

つきましては、おおむね前年同期とおおむね同水準の197,846千円（前年同期比1.0％増）となりました。その他役

務作業等につきましては、主にASP事業者向けのカスタマイズが増加したことにより67,085千円（前年同期比13.0％

増）となりました。

　以上の結果、クラウドサービス全体での売上高は前年同期比291,075千円増加し、2,702,621千円（前年同期比

12.1％増）となりました。

(*1)desknet's NEOクラウドのユーザーにおける「当月の解約により減少したMRR(*2)÷前月末のMRR」の当連結会計

年度の平均で算出しております。

(*2)MRR(Monthly Recurring Revenue)は対象月の月末時点における継続課金ユーザーにかかる月額料金、もしくは

年額料金の1/12の合計額で算出しております。
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② プロダクト

　プロダクトの主要製品別の売上高は以下のとおりであります。

前連結会計年度
（自 2021年２月１日

　 至 2022年１月31日）

当連結会計年度
（自 2022年２月１日

　 至 2023年１月31日）増減額（千円） 増減率（％）

売上高（千円） 売上高（千円）

desknet's NEOエンター
プライズライセンス

203,200 164,139 △39,060 △19.2

desknet's NEOスモール
ライセンス

51,912 40,889 △11,023 △21.2

AppSuite 60,245 79,309 19,063 31.6

ChatLuck 48,373 38,440 △9,932 △20.5

その他ライセンス売上 6,105 10,466 4,360 71.4

ライセンス売上合計ライセンス売上合計ライセンス売上合計ライセンス売上合計ライセンス売上合計 333336666699999,,,,,888883333377777 333333333333333,,,,,222224444455555 △△△△△3333366666,,,,,555559999922222 △△△△△99999.....99999

サポートサービス 714,966 801,083 86,116 12.0

カスタマイズ 168,615 73,020 △95,594 △56.7

その他役務作業等(*1) 194,424 228,489 34,064 17.5

プロダクト合計プロダクト合計プロダクト合計プロダクト合計プロダクト合計 11111,,,,,444444444477777,,,,,888884444444444 11111,,,,,444443333355555,,,,,888883333399999 △△△△△1111122222,,,,,000000000055555 △△△△△00000.....88888

　大規模ユーザー向けのdesknet's NEOエンタープライズライセンスにつきましては、第３四半期連結会計期間まで

はおおむね前年並みで推移しておりましたが、第４四半期連結会計期間における案件数が前年同期間に対して減少

したため、前年同期比19.2％減の164,139千円と前連結会計年度の売上を下回る結果となりました。なお、2022年９

月14日に公表いたしました「連結業績予想の修正に関するお知らせ」に織り込んだ修正後の見込に対しては、おお

むね見込どおりとなっております。desknet's NEOエンタープライズライセンスにつきましては、大規模ユーザーの

企業様等では運用人員を含めた環境が整っていることが多く、クラウドでの利用よりも大規模ユーザーになるほど

ユーザー単価面でのメリットが大きいことや官公庁で継続的に需要が見込めることから、当面、desknet's NEOエン

タープライズライセンスの需要が大きく減少することは想定しておらず、むしろ当社製品の強みが発揮できる領域

であり、desknet's NEOクラウドとともに注力していくべきものと認識しております。

　中小規模ユーザー向けのdesknet's NEOスモールライセンスにつきましては、クラウドサービスを選択されるお客

様が増加傾向にあることに加え、収益認識会計基準の適用に伴い売上高の一部をサポートサービスの売上として、

サポートの期間にわたって収益計上処理することとなった影響により、売上高は前年同期比11,023千円減少し、

40,889千円（前年同期比21.2％減）となりました。desknet's NEOスモールライセンスにつきましては、クラウドサ

ービスの利用が一般化してきているため減少傾向にあると認識しておりますが、100ユーザー以上のライセンスを中

心に当面の間は需要が見込めると考えております。

　AppSuiteライセンス及びChatLuckライセンスにつきましては、当連結会計年度において当社主力３製品を導入頂

いた鎌倉市のようにdesknet's NEOエンタープライズライセンスとの同時購入をされることが多い傾向にあります。

当連結会計年度においては、desknet's NEOエンタープライズライセンスの既存ユーザーにおける追加導入や追加ラ

イセンスによりAppSuiteライセンスが前年同期比19,063千円増加の79,309千円（前年同期比31.6％増）となりまし

た。一方、ChatLuckライセンスにつきましては、前年同期比9,932千円減少の38,440千円（前年同期比20.5％減）と

おおむねdesknet's NEOエンタープライズライセンスの減少割合と同程度の減少となりました。

　サポートサービスの売上高は、desknet's NEOのサポートサービスの売上高が前年同期比59,571千円増加し、

689,683千円（前年同期比9.5％増）となったことに加え、AppSuiteのサポートサービスの売上高が前年同期比

17,034千円増加し、45,778千円（前年同期比59.3％増）となったことなどを主な要因として前年同期比86,116千円

増加し、801,083千円（前年同期比12.0％増）となりました。また、カスタマイズにつきましては、前連結会計年度

のような大規模案件が減少したことを主な要因として、売上高は前年同期比95,594千円減少し、73,020千円（前年

同期比56.7％減）となりました。

　以上の結果、プロダクト全体での売上高は前年同期比12,005千円減少し、1,435,839千円（前年同期比0.8％減）

となりました。
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③ 技術開発

　技術開発につきましては、積極的に受託開発を行う方針ではありませんが、主に従来からの継続案件の売上によ

り売上高は前年同期比6,396千円増加し、73,961千円（前年同期比9.5％増）となりました。

　以上の結果、ソフトウエア事業の売上高は4,212,421千円（前年同期比7.3％増）、セグメント利益は1,229,464千

円（前年同期比5.5％増）となりました。なお、売上高の増加率に対し、セグメント利益の増加率が小さくなってい

るのは、研究開発費が前年同期比51,343千円増加していることを主な要因とするものであります。

（システム開発サービス事業）

システム開発サービス事業は、子会社である株式会社Pro-SPIREが展開する事業で構成されており、同社が長年培

ってきたクラウドインテグレーション、システムインテグレーションのノウハウを基礎に技術者の育成を図り、先

端技術を活用し新たな顧客ニーズを満たすシステムエンジニアリングサービスを主に提供しております。

　当連結会計年度においては、主要顧客の体制縮小の影響及び退職等による人員減少により売上高は前年同期と比

較して208,411千円減少いたしました。一方、売上原価も、売上高の減少に伴う協力会社への外注費用の減少及び人

件費の減少を主な要因として188,306千円減少いたしました。また、販売費及び一般管理費は、主に人件費の増加に

より12,626千円増加いたしました。売上高の減少への対応につきましては、既存顧客への追加提案、新規顧客開拓

に注力するとともに、従業員の定着を図るための施策の実施、キャリア採用の促進などに取り組んだ結果、第４四

半期連結会計期間の売上高は第３四半期連結会計期間と比較して51,790千円増加し、前年同四半期に近い水準にま

で売上高が回復いたしました。

　以上の結果、システム開発サービス事業の売上高は1,815,662千円（前年同期比10.3％減）、セグメント利益は

94,088千円（前年同期比25.8％減）となりました。

（海外事業）

　海外事業は、海外子会社３社の事業で構成されており、現地企業向けにdesknet's NEOのライセンス販売、クラウ

ドサービスの提供などを行っております。

　ASEAN地域においてはdesknet's NEO及びAppSuiteを中心に販売活動を進めております。当社の子会社が活動を行

っているマレーシア、タイにおきましては、新型コロナウイルスの感染拡大に伴う活動制限などにより前連結会計

年度は営業活動が計画通りに行えておりませんでしたが、当連結会計年度は、本格的な営業活動の再開に向けて現

地営業担当者の採用、マーケティングの見直し、現地展示会への出展等により案件の創出に注力いたしました。

ASEAN地域の子会社２社につきましては、当連結会計年度中に単月黒字化が継続するようになることを目標として営

業活動を行ってまいりましたが、ストック型の売上が計画どおりに進捗せず目標を達成することができませんでし

た。マレーシアではさらなる案件の創出、タイでは案件受注までの期間短縮化が課題となっております。

　米国においては、現地の市場調査を踏まえ、新サービスの提供に向けて活動を継続している一方、当社からの受

託取引は減少しております。

　以上の結果、海外事業の売上高は9,822千円（前年同期比61.0％減）、セグメント損失は82,361千円（前年同期は

セグメント損失45,306千円）となりました。なお、売上高の減少は、主に上記内部取引の減少に伴うものでありま

す。
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（２）当期の財政状態の概況

（資産）

　当連結会計年度末における資産合計は前連結会計年度末より738,089千円増加し、8,025,505千円となりました。

これは主に、当期純利益を源泉として現金及び預金が822,957千円増加した一方で、金利の上昇に伴い債券の評価額

が減少したことなどにより有価証券及び投資有価証券が41,317千円、回収により貸付金が24,599千円減少したこと

によるものであります。

（負債）

　当連結会計年度末における負債合計は前連結会計年度末より175,226千円増加し、2,297,594千円となりました。

これは主に、クラウドサービス、サポートサービス等にかかる契約負債がユーザー数の増加に伴い、収益認識会計

基準の適用に伴う科目振替の影響を考慮して実質120,237千円増加したことに加え、退職給付に係る負債が44,841千

円増加したことによるものであります。

（純資産）

　当連結会計年度末における純資産合計は前連結会計年度末より562,862千円増加し、5,727,911千円となりまし

た。これは主に、親会社株主に帰属する当期純利益が812,641千円計上された一方で、208,720千円の剰余金の配当

を実施したことにより、利益剰余金が598,309千円増加したことによるものであります。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は前連結会計年度と比較し

857,991増加し、4,917,378千円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果獲得した資金は1,190,208千円（前連結会計年度は1,107,344千円の収入）となりました。収入の

主な内容は税金等調整前当期純利益1,332,276千円、減価償却費の計上258,900千円、契約負債の増加120,237千円に

より資金が増加した一方で、法人税等の支払483,692千円により資金が減少したことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動により支出した資金は174,402千円（前連結会計年度は326,334千円の支出）となりました。これは主に、

投資有価証券の償還による収入137,910千円、保険積立金の払戻による収入33,539千円、貸付金の回収による収入

24,599千円により資金が増加した一方で、無形固定資産の取得による支出231,375千円、投資有価証券の取得による

支出110,000千円により資金が減少したことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動により支出した資金は207,261千円（前連結会計年度は255,828千円の支出）となりました。これは主に、

配当金の支払208,794千円によるものであります。

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

2022年１月期 2023年１月期

自己資本比率（％） 70.7 71.2

時価ベースの自己資本比率（％） 209.0 183.6

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 0.0 0.0

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 1,508.3 82,395.9

（注）１．各指標の計算方法は、次のとおりであります。
自己資本比率＝自己資本÷総資産
時価ベースの自己資本比率＝株式時価総額÷総資産
キャッシュ・フロー対有利子負債比率＝有利子負債÷営業キャッシュ・フロー
インタレスト・カバレッジ・レシオ＝営業キャッシュ・フロー÷利払い

２．各指標はいずれも連結ベースの財務数値により計算しております。
３．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。
４．営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書におけるキャッシュ・フローを使用してお

ります。
５．有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っているすべての負債を対象

としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用して
おります。
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（４）今後の見通し

　当社グループの2024年１月期の連結業績は、売上高6,359百万円（前年同期比5.9％増）、営業利益937百万円（前年同

期比24.4％減）、経常利益951百万円（前年同期比28.8％減）、親会社株主に帰属する当期純利益629百万円（前年同期

比22.6％減）を見込んでおります。

　売上高につきましては、主にソフトウエア事業におけるクラウドサービス及びシステム開発サービス事業の売上高が

増加する計画であります。ソフトウエア事業のクラウドサービスにおいては、月額売上高で約９％の増加を見込んでお

ります。主力サービスであるdesknet's NEOクラウド版もおおむね同程度の伸びを想定しております。しかしながら、月

額売上高が増加するに従い売上高の成長率が低下してきており、この主な要因の一つが競合サービスに対する当社製

品・サービスの認知度の低さがあると認識しております。これに対応するため、2023年１月期第４四半期連結会計期間

に、タクシー広告や一部地域でテレビコマーシャルを実施し、2024年１月期には、テレビコマーシャルなど当社製品・

サービスの認知度を向上させるための投資を増加させる計画であります。これらの広告宣伝費の増加や従来以上の賃上

げを見込むことなどによる人件費の増加により、2024年１月期の営業利益以下の各利益については減益となる計画であ

ります。

　なお、2025年１月期以降の広告宣伝費については、2024年１月期に実施予定の広告宣伝による製品・サービスの認知

度や人材採用への効果を総合的に勘案し、最適な手段を検討することとしておりますが、現時点においては、認知度向

上のための投資については2026年１月期まで2024年１月期とおおむね同水準の投資を継続する計画であります。

　2024年１月期の営業利益は上記のような要因により減益となりますが、2024年１月期を底にして、2026年１月期には

売上高7,875百万円、営業利益1,695百万円を中期業績目標として計画しております。2024年1月期の配当につきまして

は、株主優待制度のコスト見合い（1.5円）にさらに1.5円を加えた3円増配の1株当たり23円を計画しております。中期

的には、2026年１月期に１株当たり31円（配当性向約40%)を目標としております。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

　当社は、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は日本基準に基づき連結財務諸表を

作成する方針であります。なお、IFRS（国際財務報告基準）の適用に関しましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切

に対応していく方針であります。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2022年１月31日)

当連結会計年度
(2023年１月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,018,261 4,841,218

売掛金及び契約資産 - 687,633

売掛金 663,361 -

有価証券 307,499 378,245

仕掛品 5,031 -

貯蔵品 4,822 2,797

その他 89,956 80,302

貸倒引当金 △2,055 △1,646

流動資産合計 5,086,876 5,988,551

固定資産

有形固定資産

建物 92,575 92,575

減価償却累計額 △57,049 △61,064

建物（純額） 35,526 31,511

車両運搬具 21,143 21,305

減価償却累計額 △8,201 △12,672

車両運搬具（純額） 12,942 8,632

工具、器具及び備品 146,425 109,519

減価償却累計額 △135,892 △102,014

工具、器具及び備品（純額） 10,532 7,505

使用権資産 1,235 1,003

減価償却累計額 △1,029 △835

使用権資産（純額） 205 167

有形固定資産合計 59,207 47,816

無形固定資産

のれん 106,039 92,208

ソフトウエア 223,133 201,803

ソフトウエア仮勘定 41,949 50,464

その他 677 677

無形固定資産合計 371,800 345,154

投資その他の資産

投資有価証券 1,237,460 1,119,398

長期貸付金 9,059 -

繰延税金資産 278,100 276,487

その他 245,262 248,355

貸倒引当金 △352 △258

投資その他の資産合計 1,769,531 1,643,983

固定資産合計 2,200,539 2,036,954

資産合計 7,287,416 8,025,505
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2022年１月31日)

当連結会計年度
(2023年１月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 127,265 141,938

未払法人税等 278,483 295,087

契約負債 - 999,091

賞与引当金 77,870 79,133

前受収益 640,191 -

リース債務 240 207

その他 417,299 386,672

流動負債合計 1,541,350 1,902,131

固定負債

退職給付に係る負債 323,004 367,845

リース債務 124 104

その他 257,887 27,512

固定負債合計 581,016 395,462

負債合計 2,122,367 2,297,594

純資産の部

株主資本

資本金 296,672 297,161

資本剰余金 332,956 333,445

利益剰余金 4,449,727 5,048,037

自己株式 △384 △384

株主資本合計 5,078,973 5,678,260

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 67,958 23,836

為替換算調整勘定 4,390 15,509

その他の包括利益累計額合計 72,349 39,345

非支配株主持分 13,726 10,304

純資産合計 5,165,048 5,727,911

負債純資産合計 7,287,416 8,025,505
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2021年２月１日
　至 2022年１月31日)

当連結会計年度
(自 2022年２月１日
　至 2023年１月31日)

売上高 5,920,092 6,007,080

売上原価 2,890,583 2,774,775

売上総利益 3,029,509 3,232,305

販売費及び一般管理費 1,782,097 1,991,138

営業利益 1,247,411 1,241,167

営業外収益

受取利息 24,723 31,495

有価証券売却益 4,550 29,149

保険解約返戻金 62,498 17,319

為替差益 5,689 11,642

その他 17,036 5,994

営業外収益合計 114,498 95,600

営業外費用

創立費 615 -

支払利息 179 14

投資事業組合運用損 - 922

その他 7 69

営業外費用合計 802 1,006

経常利益 1,361,107 1,335,761

特別利益

固定資産売却益 575 -

投資有価証券償還益 - 35,899

特別利益合計 575 35,899

特別損失

固定資産除却損 0 -

減損損失 49,208 1,571

投資有価証券償還損 482 -

投資有価証券評価損 52,499 37,813

特別損失合計 102,190 39,384

税金等調整前当期純利益 1,259,492 1,332,276

法人税、住民税及び事業税 442,171 500,787

法人税等調整額 △44,023 22,927

法人税等合計 398,147 523,714

当期純利益 861,344 808,561

非支配株主に帰属する当期純損失（△） △4,982 △4,079

親会社株主に帰属する当期純利益 866,326 812,641
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連結包括利益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2021年２月１日
　至 2022年１月31日)

当連結会計年度
(自 2022年２月１日
　至 2023年１月31日)

当期純利益 861,344 808,561

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 35,697 △44,122

為替換算調整勘定 6,930 11,776

その他の包括利益合計 42,628 △32,345

包括利益 903,973 776,216

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 908,377 779,637

非支配株主に係る包括利益 △4,404 △3,421
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（３）連結株主資本等変動計算書

　前連結会計年度(自 2021年２月１日 至 2022年１月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 295,303 331,587 3,763,453 △384 4,389,960

当期変動額

新株の発行（新株予

約権の行使）
1,369 1,369 2,738

剰余金の配当 △163,809 △163,809

親会社株主に帰属す

る当期純利益
866,326 866,326

連結範囲の変動 △16,243 △16,243

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 1,369 1,369 686,274 - 689,012

当期末残高 296,672 332,956 4,449,727 △384 5,078,973

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 32,260 △1,962 30,298 10,847 4,431,107

当期変動額

新株の発行（新株予

約権の行使）
2,738

剰余金の配当 △163,809

親会社株主に帰属す

る当期純利益
866,326

連結範囲の変動 △16,243

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

35,697 6,353 42,050 2,878 44,929

当期変動額合計 35,697 6,353 42,050 2,878 733,941

当期末残高 67,958 4,390 72,349 13,726 5,165,048
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　当連結会計年度(自 2022年２月１日 至 2023年１月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 296,672 332,956 4,449,727 △384 5,078,973

会計方針の変更によ

る累積的影響額
△5,611 △5,611

会計方針の変更を反映

した当期首残高
296,672 332,956 4,444,116 △384 5,073,361

当期変動額

新株の発行（新株予

約権の行使）
489 489 978

剰余金の配当 △208,720 △208,720

親会社株主に帰属す

る当期純利益
812,641 812,641

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 489 489 603,921 - 604,899

当期末残高 297,161 333,445 5,048,037 △384 5,678,260

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 67,958 4,390 72,349 13,726 5,165,048

会計方針の変更によ

る累積的影響額
△5,611

会計方針の変更を反映

した当期首残高
67,958 4,390 72,349 13,726 5,159,437

当期変動額

新株の発行（新株予

約権の行使）
978

剰余金の配当 △208,720

親会社株主に帰属す

る当期純利益
812,641

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

△44,122 11,118 △33,003 △3,421 △36,425

当期変動額合計 △44,122 11,118 △33,003 △3,421 568,474

当期末残高 23,836 15,509 39,345 10,304 5,727,911
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2021年２月１日
　至 2022年１月31日)

当連結会計年度
(自 2022年２月１日
　至 2023年１月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,259,492 1,332,276

減価償却費 234,309 258,900

減損損失 49,208 1,571

のれん償却額 13,831 13,831

貸倒引当金の増減額（△は減少） △427 △502

賞与引当金の増減額（△は減少） △38,005 1,262

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 9,884 44,841

受取利息及び受取配当金 △24,723 △31,495

為替差損益（△は益） △5,876 △15,456

支払利息 179 14

有価証券売却損益（△は益） △4,550 △29,149

投資事業組合運用損益（△は益） △4,707 922

投資有価証券償還損益（△は益） 482 △35,899

投資有価証券評価損益（△は益） 52,499 37,813

固定資産除売却損益（△は益） △575 -

保険解約返戻金 △62,498 △17,319

売上債権の増減額（△は増加） 59,707 -

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） - △18,670

棚卸資産の増減額（△は増加） 1,515 1,988

前渡金の増減額（△は増加） △37 △18

前払費用の増減額（△は増加） △9,657 1,141

仕入債務の増減額（△は減少） △25,058 14,673

未払金の増減額（△は減少） △131,832 8,530

未払費用の増減額（△は減少） △20,172 △3,831

未払消費税等の増減額（△は減少） △9,069 △24,372

前受金の増減額（△は減少） 64 -

預り金の増減額（△は減少） △8,983 △11,192

契約負債の増減額（△は減少） - 120,237

前受収益の増減額（△は減少） 69,990 -

長期前受収益の増減額（△は減少） 26,616 -

その他 8,566 △6,943

小計 1,440,172 1,643,152

利息及び配当金の受取額 24,726 30,762

利息の支払額 △73 △14

法人税等の支払額 △403,272 △483,692

保険解約返戻金の受取額 45,790 -

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,107,344 1,190,208
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(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2021年２月１日
　至 2022年１月31日)

当連結会計年度
(自 2022年２月１日
　至 2023年１月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △10,503 △7,202

定期預金の払戻による収入 80,079 -

有形固定資産の取得による支出 △18,152 △1,933

有形固定資産の売却による収入 575 -

無形固定資産の取得による支出 △273,751 △231,375

投資有価証券の取得による支出 △143,896 △110,000

投資有価証券の償還による収入 12,932 137,910

貸付金の回収による収入 10,800 24,599

投資事業組合からの分配による収入 4,000 2,500

敷金及び保証金の差入による支出 △855 △848

敷金及び保証金の回収による収入 105 1,155

保険積立金の積立による支出 △16,150 △16,007

保険積立金の払戻による収入 36,090 33,539

その他 △7,609 △6,738

投資活動によるキャッシュ・フロー △326,334 △174,402

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △100,929 -

株式の発行による収入 2,738 978

配当金の支払額 △163,709 △208,794

非支配株主からの払込みによる収入 7,282 -

その他 △1,211 554

財務活動によるキャッシュ・フロー △255,828 △207,261

現金及び現金同等物に係る換算差額 37,402 49,446

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 562,583 857,991

現金及び現金同等物の期首残高 3,418,613 4,059,387

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 78,190 -

現金及び現金同等物の期末残高 4,059,387 4,917,378
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(会計方針の変更)

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財

又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

　これにより、一部のサポートサービスについて、ライセンス売上（パッケージ製品）に含めて出荷基準を適用

し収益を認識しておりましたが、他のサポートサービスと同様に履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわ

たり収益を認識する方法に変更しました。

　また、従来は製品カスタマイズなどの請負契約に関して、進捗部分について成果の確実性が認められる場合に

は工事進行基準を、この要件を満たさない請負契約には工事完成基準を適用しておりましたが、当連結会計年度

より履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。履行義務の充

足に係る進捗度の見積り方法は、工事原価総額の見積額に対する発生原価の割合(インプット法)で算出しており

ます。なお、履行義務の充足に係る進捗度の合理的な見積りが出来ない工事については、原価回収基準を適用し

ております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の

期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　この結果、当連結会計年度の売上高は4,260千円増加し、売上原価は1,524千円減少し、営業利益、経常利益及

び税金等調整前当期純利益はそれぞれ5,784千円増加しております。また、利益剰余金の当期首残高は5,611千円

減少しております。

　１株情報に与える影響額は当該箇所に記載しております。

　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示してい

た「売掛金」は、当連結会計年度より「売掛金及び契約資産」に含めて表示し、「流動負債」に表示していた

「前受収益」、「流動負債」に表示していた「その他」に含まれていた「前受金」及び「固定負債」に表示して

いた「長期前受収益」は、当連結会計年度より「流動負債」の「契約負債」に含めて表示することといたしまし

た。また、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」

に表示していた「売上債権の増減額（△は増加）」は、当連結会計年度より「売上債権及び契約資産の増減額

（△は増加）」に含めて表示することとし、「前受収益の増減額（△は減少）」、「前受金の増減額（△は減

少）」及び「長期前受収益の増減額（△は減少）」は、「契約負債の増減額（△は減少）」に含めて表示するこ

ととなりました。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について

新たな表示方法により組替えを行っておりません。さらに、収益認識会計基準第89-3項に定める経過的な取り扱

いに従って、前連結会計年度に係る「収益認識関係」注記については記載しておりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企

業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める

新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、連結財務諸表に与える影響はありませ

ん。

　また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記を行

うことといたしました。ただし、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号

2019年７月４日）第7-4項に定める経過的な取扱いに従って、当該注記のうち前連結会計年度に係るものについて

は記載しておりません。
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(表示方法の変更)

（連結損益計算書関係）

　前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「為替差益」は、金額的重要性が増したた

め、当連結会計年度より独立掲記しております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財

務諸表の組替を行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示していた22,726千円

は、「為替差益」5,689千円、「その他」17,036千円に組み替えております。

(収益認識関係)

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　 （単位：千円）

報告セグメント

合計
ソフトウエア事業

システム開発

サービス事業
海外事業

ストック収益（注１） 3,445,595 1,683,145 4,790 5,133,531

フロー収益（注２） 764,377 104,139 5,031 873,549

顧客との契約から生じる収益 4,209,972 1,787,284 9,822 6,007,080

外部顧客への売上高 4,209,972 1,787,284 9,822 6,007,080

（注）１．ストック収益の主な内容は、以下のとおりであります。

セグメント 主な内容 収益認識時点

ソフトウエア事業、海外事業
クラウドサービス提供による利用料、パッケージソフトのサポート

サービス料、ASPライセンス料等の収益
一定の期間

システム開発サービス事業

同一の取引先に対して、各決算期末の直前12ヶ月以上継続して売上

を計上している準委任契約、派遣契約（契約更新により12ヶ月以上

のものを含む）による収益

一定の期間

２．フロー収益の主な内容は、以下のとおりであります。

セグメント 主な内容 収益認識時点

ソフトウエア事業、海外事業

パッケージ製品のライセンス料の収益 一時点

製品カスタマイズなど請負契約、製品インストール作業・データ移

行作業・教育等の役務作業による収益
一定の期間

システム開発サービス事業
ストック収益に該当しない準委任契約、派遣契約及び請負契約によ

る収益
一定の期間
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２． 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　　 当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履

行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

①ソフトウエア事業及び海外事業

　ソフトウエア事業及び海外事業においては、主にグループウェアdesknet’s NEO等のクラウドサービス、ライセン

ス販売（使用許諾）、サポートサービス、製品カスタマイズ等を行っております。

　クラウドサービス、サポートサービスにつきましては、顧客との契約に基づき契約期間にわたりサービスを提供

することを履行義務として識別しております。これらの履行義務は時の経過につれて充足されると判断し、顧客と

の契約において約束された対価の金額を契約期間にわたり収益認識しております。

　ライセンス販売につきましては、顧客との契約に基づきライセンスを供与することを履行義務として識別してお

ります。当該履行義務は、ライセンス供与時に充足されると判断し、ライセンス供与時（一時点）に収益認識して

おります。なお、ライセンス販売にサポートサービスが含まれる場合には、ライセンス販売とサポートサービスを

別個の履行義務と識別し、独立販売価格を基礎として取引価格を配分し、ライセンス販売、サポートサービスにか

かる収益を別個に認識しております。

　製品カスタマイズ等の受託開発につきましては、顧客との契約に基づき、要求される仕様のソフトウエアを提供

することを履行義務として識別しております。当該履行義務は、一定期間にわたり充足されると判断し、履行義務

の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識しております。履行義務の充足

に係る進捗度の見積りは、見積原価総額に占める発生原価の割合によるインプット法で算出しております。なお、

進捗度を合理的に見積ることができないが、発生する費用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準によ

り収益を認識しております。

②システム開発サービス事業

　システム開発サービス事業においては、主に顧客との準委任契約に基づくシステムエンジニアリングサービスを

行っております。

　顧客との準委任契約に基づくシステムエンジニアリングサービスにつきましては、顧客との契約に基づき、技術

者の労働力を提供することを履行義務として識別しております。当該履行義務は、時の経過につれて充足されると

判断し、顧客との契約において約束された対価の金額を契約期間にわたり収益認識しております。

　なお、当社及び連結子会社の取引に関する支払条件は、通常、短期のうちに支払期日が到来し、契約に重要な金

融要素は含まれておりません。
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３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年度末

において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

(1) 契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）

当連結会計年度

期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 662,933 676,355

契約資産 6,002 11,277

契約負債 878,850 999,091

契約資産は、主に製品カスタマイズなど受注制作のソフトウエアにかかる契約において、期末日時点で履行義務を

充足したため収益を認識しているが未請求の対価に対する当社グループの権利に関するものであります。契約資産

は、対価に対する当社グループの権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。

　契約負債は、主にクラウドサービス、サポートサービスにかかる顧客からの前受金に関連するものであります。契

約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。

　当連結会計年度に認識された収益のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は604,146千円であります。当

連結会計年度において、契約負債が120,237千円増加した理由は、主にサポートサービスに対する前受金が増加した

ことによるものであります。

　また、当連結会計年度において、過去の期間に充足（または部分的に充足）した履行義務から認識した収益の額に

重要性はありません。

(2) 残存履行義務に配分した取引価格

　残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおりであります。

（単位：千円）

当連結会計年度

１年以内 707,851

１年超２年以内 122,547

２年超３年以内 93,843

３年超 74,848

合計 999,091
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分に関する意思決定を行い、かつ、業績評価をするために、定期的に検討を行う対象となっ

ているものであります。

当社は、当社及び連結子会社ごとに業績評価を行っているため、これを事業セグメントの構成単位としており、

「ソフトウエア事業」、「システム開発サービス事業」及び「海外事業」の三つを報告セグメントとしておりま

す。

「ソフトウエア事業」は、当社が展開する事業であり、主にdesknet's NEOを主力製品とするグループウェア製品

のクラウドサービスによる提供、パッケージ製品としてのライセンス販売及びこれらに関連する役務作業の提供、

将来の製品・サービスの開発につながるような受託開発を行っております。

「システム開発サービス事業」は、株式会社Pro-SPIREが展開する事業であり、長年培ってきたクラウドインテグ

レーション、システムインテグレーションのノウハウを基礎に技術者の育成を図り、先端技術を活用し新たな顧客

ニーズを満たすシステムエンジニアリングサービスを主に提供しております。

「海外事業」は、海外子会社が展開する事業であり、主にASEAN地域において当社の製品・サービス等の販売を行

っております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理は、連結財務諸表を作成するために採用した会計処理の原則及び手続

と同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部売上高又は

振替高は市場実勢価格に基づいております。

なお、セグメント資産及び負債については、取締役会に対して定期的に提供しておらず、経営資源の配分決定及

び業績評価の検討対象となっていないため、開示しておりません。

「会計方針の変更」に記載のとおり、当連結会計年度に係る連結財務諸表から収益認識会計基準等を適用し、収

益認識に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更しておりま

す。

当該変更により、従来の方法に比べて、当連結会計年度の「ソフトウエア事業」の売上高が4,469千円増加、セグ

メント利益が5,994千円増加し、「海外事業」の売上高及びセグメント利益が209千円減少しております。なお、

「システム開発サービス事業」への影響はありません。

　



株式会社ネオジャパン(3921) 2023年１月期 決算短信

ー21ー

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 2021年２月１日 至 2022年１月31日)

　 (単位：千円)

報告セグメント

調整額
連結財務諸表

計上額ソフトウエア
事業

システム開発
サービス事業

海外事業 計

売上高

外部顧客への売上高 3,925,031 1,992,061 2,998 5,920,092 － 5,920,092

セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,923 32,011 22,231 56,167 △56,167 －

計 3,926,955 2,024,073 25,230 5,976,259 △56,167 5,920,092

セグメント利益又は
セグメント損失（△）

1,165,699 126,819 △45,306 1,247,212 198 1,247,411

その他の項目

減価償却費 226,611 3,767 3,930 234,309 － 234,309

のれんの償却額 － 13,831 － 13,831 － 13,831

　減損損失 41,800 － 7,408 49,208 － 49,208

（注）１．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額198千円は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．減価償却費には、長期前払費用の償却を含んでおります。

当連結会計年度(自 2022年２月１日 至 2023年１月31日)

　 (単位：千円)

報告セグメント

調整額
連結財務諸表

計上額ソフトウエア
事業

システム開発
サービス事業

海外事業 計

売上高

外部顧客への売上高 4,209,972 1,787,284 9,822 6,007,080 － 6,007,080

セグメント間の内部
売上高又は振替高

2,448 28,377 － 30,826 △30,826 －

計 4,212,421 1,815,662 9,822 6,037,906 △30,826 6,007,080

セグメント利益又は
セグメント損失（△）

1,229,464 94,088 △82,361 1,241,192 △25 1,241,167

その他の項目

減価償却費 253,701 3,495 1,703 258,900 － 258,900

のれんの償却額 － 13,831 － 13,831 － 13,831

　減損損失 － － 1,571 1,571 － 1,571

（注）１．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額△25千円は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．減価償却費には、長期前払費用の償却を含んでおります。
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【関連情報】

前連結会計年度(自 2021年２月１日　至 2022年１月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

　 本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。

３ 主要な顧客ごとの情報

(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

ダイワボウ情報システム(株) 688,338 ソフトウエア事業

当連結会計年度(自 2022年２月１日　至 2023年１月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

　 本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。

３ 主要な顧客ごとの情報

(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

ダイワボウ情報システム(株) 766,132 ソフトウエア事業

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自 2021年２月１日　至 2022年１月31日)

(単位：千円)

報告セグメント

全社・消去 合計ソフトウエア
事業

システム開発
サービス事業

海外事業 計

減損損失 41,800 － 7,408 49,208 － 49,208

当連結会計年度(自 2022年２月１日　至 2023年１月31日)

(単位：千円)

報告セグメント

全社・消去 合計ソフトウエア
事業

システム開発
サービス事業

海外事業 計

減損損失 － － 1,571 1,571 － 1,571
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【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自 2021年２月１日 至 2022年１月31日)
(単位：千円)

報告セグメント

全社・消去 合計ソフトウエア
事業

システム開発
サービス事業

海外事業 計

当期償却額 － 13,831 － 13,831 － 13,831

当期末残高 － 106,039 － 106,039 － 106,039

当連結会計年度(自 2022年２月１日 至 2023年１月31日)
(単位：千円)

報告セグメント

全社・消去 合計ソフトウエア
事業

システム開発
サービス事業

海外事業 計

当期償却額 － 13,831 － 13,831 － 13,831

当期末残高 － 92,208 － 92,208 － 92,208

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 2021年２月１日
至 2022年１月31日)

当連結会計年度
(自 2022年２月１日
至 2023年１月31日)

１株当たり純資産額 345.53円 383.36円

１株当たり当期純利益 58.17円 54.50円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

57.97円 54.38円

(注) １ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。

前連結会計年度
(自 2021年２月１日
至 2022年１月31日)

当連結会計年度
(自 2022年２月１日
至 2023年１月31日)

１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益(千円) 866,326 812,641

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益
(千円)

866,326 812,641

普通株式の期中平均株式数(株) 14,893,989 14,911,167

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益調整額(千円) － －

普通株式増加数(株) 49,463 32,507

(うち新株予約権(株)） (49,463) (32,507)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

－ －

２ （会計方針の変更）に記載のとおり、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３

月31日）等を当連結会計年度の期首から適用し、「収益認識に関する会計基準」第84項ただし書きに定

める経過的な取扱いに従っております。なお、当連結会計年度の１株当たり情報に与える影響は軽微で

あります。

３ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度末
(2022年１月31日)

当連結会計年度末
(2023年１月31日)

純資産の部の合計額(千円) 5,165,048 5,727,911

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) 13,726 10,304

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 5,151,322 5,717,606

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式
の数(株)

14,908,577 14,914,577
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(重要な後発事象)

（自己株式の取得）

当社は、2023年３月13日開催の取締役会において、会社法第１６５条第３項の規定により読み替えて適用され

る同法第１５６条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議いたしました。

１．自己株式の取得を行う理由

資本効率の向上を図るとともに経営環境に応じた機動的な資本政策の遂行を図るため、自己株式の取得を行う

ものであります。

２．取得に係る事項の内容

（１）取得対象株式の種類 当社普通株式

（２）取得し得る株式の総数 100,000株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合0.67%）

（３）株式の取得価額の総額 100,000,000円（上限）

（４）取得期間 2023年３月14日～2023年５月31日

（５）取得方法 取引一任契約に基づく東京証券取引所における市場買付

　


